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事例に学ぶ取組のヒント

４－１　コンパクトなまちづくりの取組にあわせた掛け算のヒント

釧路市中央図書館 市内 8 地区を拠点として、コンパクトなまちづくりを進める

釧路市が進めるコンパクト
なまちづくりは、低密度・
拡散型の「かしわの葉」の
都市構造から、都市機能集
約型の「もみじの葉」の都
市構造へ転換すること

（１）コンパクト化を通じたまちの再編

都市機能集約型の市街地へ

　昭和 55 年の約 23 万人をピークに、年々人口が減少する釧路市。かつての人口増加に
伴い、低密度で拡大してきた市街地は、空き家、空きビル、未利用地が増加している。「釧
路市コンパクトなまちづくりに関する基本的考え方（平成 24 年度策定）」に基づき、公
共施設の集約を図り、コンパクトなまちづくりを進めることで、現在の低密度・拡散型の「か
しわの葉」の都市構造から、都市機能集約型の「もみじの葉」の都市構造への転換を図る。

釧路市
コンパクトなまちづくりを進める釧路市

人口：172,391 人

世帯数：94,682 世帯

面積：1,362.90 ㎢

（平成 29 年 12 月末日現在）

都市機能の集約化による
　　　　　　　コンパクトなまちづくり

生活を支える
取組

コンパクトな
まちづくりの取組

公共公益施設の集約 学習・教育の充実
安全・安心

中心市街地に学びの機能を配して、
　   世代間の交流から始めるにぎわい再生

　施設の老朽化とともに、交通アクセスに課

題のあった市立図書館を中心市街地に新築さ

れた民間ビル内に整備移転し、その周辺の歩

行者空間整備も行うことで、学びの場への集

客力を活用したまちなかの回遊性向上を図って

いる。また、近隣には、子ども向けの学びの

場である、こども遊学館も立地しており、学

びをキーワードに世代間の交流を契機とした

にぎわい再生を進めている。

防災機能の充実を図り、
　　　　人々が安心して集えるまちなかへ

　太平洋に面した市街地を形成する地理的条件

のもとで、津波災害への備えも重要なまちづく

りの課題である。そこで、災害時においても行

政機能を維持するとともに、避難所としての機

能 も 兼 ね 備 え た 市 役 所 防 災 庁 舎 の 整 備 を

行った。

　にぎわいの再生とともに、中心市街地に集う

人々の安全安心を守る取組を進めている。

例

北海道

釧路市 キーワード 「もみじの葉」の都市構造　学びの場　防災機能の強化



市民参加による緑化活動を
市街地拡大の抑制につなげる

　昭和 50 年から 100 年計画で、多くの市民

の積極的な参加により進められている市街地

を囲む 「帯広の森」や、河畔林、農村部の防風

林などによって、市街地周囲に緑のネット

ワークを形成することで、市街地の拡大抑制

を推進している。平成 22 年には帯広の森の育

成管理・利活用の拠点「帯広の森・はぐくーむ」

を開設し、森づくりや自然に触れる体験プロ

グラムを提供し、子どもたちの環境教育の推

進との連携を図っている。

住宅も生活も人も、環境にやさしい
スマートタウンに集まって住む

　学校跡地に整備された住宅地「スマートタウ

ン六中（ろくちゅう）」は、環境配慮型住宅や

ゼロエネルギー住宅からなる街区で構成される

ほか、ゼロエネルギー住宅のモデルハウスを公

開し、環境に配慮した住まい方の普及に努めて

いる。また、隣接する市民活動プラザ六中（校

舎跡）では、住民が回収し集めた使用済み割り

箸をペレット化して、燃料として活用したり、

ボトルキャップ、リングプルなど自主的な資源

回収を行うなど、コミュニティづくりも兼ねた

資源循環の取組を行っている。

人口：167,653 人

世帯数：87,166 世帯

面積：619.34 ㎢

（平成 29 年 12 月末日現在）

帯広の森・はぐくーむ スマートタウン六中

市街地のコンパクト化の取組を通じて低炭素社会の形成へ

　帯広市では、人口増加を前提とした市街地拡大が進められていたが、人口減少社会の到
来を迎え、市街地の拡大を抑制し、既存都市を充実するまちづくりへと方針転換するとと
もに、中心市街地の活性化等を進めている。あわせて、環境モデル都市の実現に向けた様々
な取組をとおして、低炭素社会を目指したまちづくりを進めている。

帯広市

25

市街地拡大の抑制と居住環境の充実

十勝の中核都市・帯広市

例

北海道

帯広市

生活を支える
取組

コンパクトな
まちづくりの取組

市街地の無秩序な拡大抑制 新エネルギーの活用促進 コミュニティ形成

低炭素化・
資源循環の取組

キーワード 緑化ネットワーク　環境教育　資源循環コミュニティ



キーワード

生活を支える
取組

コンパクトな
まちづくりの取組

公共公益施設の集約 生活の営みの確保
コミュニティ形成
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暮らしの安心センター

沼田町
人口：3,145 人

世帯数：1,524 世帯

面積：283.35 ㎢

（平成 29 年 12 月末日現在）

コンパクトタウンが目指す まちのライフスタイル

農村型コンパクトエコタウン
例

北海道

沼田町

官民連携で歩いて暮らせるまちづくりの実現を

　以前 7,000 人程だった人口が現在は 3,000 人程度。そんな中でもまちのサイズが 7,000
人のままであり、3,000 人に合ったサイズに転換する時期に来ていた。また町内の様々な施
設が老朽化による建替えの時期を迎えていた。市街地の歩いて暮らせる範囲に医療福祉・買
い物・住まいなど、生活に必要なサービスを集約することで雪国の課題を解決した。

地域医療と
　福祉・介護のワンストップ拠点の実現

　平成 29 年 10 月にグランドオープンした「暮

らしの安心センター」。「医療」「福祉」「介護」

の 3 つの要素を 1 ヵ所に集約した。診療所の

待合室は「まちの縁側」としてオープンにつ

くり、施設を抜けるなかみちに隣接してラウ

ンジやライブラリー、カフェなどを設け、多

世代交流の場ともなっている。

官民連携で中心市街地の
にぎわい再生に取り組む

　町内で唯一の生鮮食料品を扱うスーパーが撤

退の意向を表明したことから、町・商工会・農

協が出資したまちづくり会社が運営する新たな

商業施設（まちなかほっとタウン）がオープン。

スーパーマーケットやイベント広場、金融店舗、

物産サービスセンターなどを設け、中心市街地

のにぎわい再生に取り組んでいる。

歩いて暮らせる　多世代交流　官民連携で買い物支援



（２）民間の資金やノウハウを活用し施設を集約する

公民連携手法を組み合わせてつくった
　　　　　 まちなかの魅力ある暮らし

エネルギーステーションによる地域熱供給オガールプラザ

公民連携（PPP）のまちづくりを牽引するオガール紫波

　紫波中央駅前の未利用町有地を活用したオガールプロジェクト。町民との意見交換会、民
間市場調査を踏まえ、「稼ぐインフラ～身の丈に合った規模で造り、 稼ぐ仕組みをきちんと
考える～」という一貫したコンセプトのもとに、紫波町とオガール紫波株式会社のパートナー
シップで、官民複合開発が図られている。役場庁舎、図書館、スポーツ施設、商業施設等が
建設され、魅力的な暮らしのあるまちが形成されている。

紫波町
岩手県秋田県

山形県 宮城県

福島県

青森県

オガール紫波の全景

人口：33,290 人

世帯数：11,888 世帯

面積：238.98 ㎢

（平成 29 年 12 月末日現在）

例

岩手県

紫波町
し   わ

ニーズへのマッチングと
持続可能な事業性を踏まえた用途誘導

　オガールエリアにある施設は、徹底的な市

場調査によるニーズの把握と持続可能な事業

計画に基づき、コンテンツの誘導が行われ、

エリアの価値が高められている。官民複合施

設オガールプラザは、図書館、地域交流セン

ター、子育て応援センター、 産直、眼科、歯科、

物販店、飲食店、学習塾、 事務所等、地域ニーズ

に応じた用途誘導がなされている。

環境と人に優しいエコタウン

　オガールエリアの一画に整備されたエネル

ギーステーション。木質バイオマスボイラーを

主な熱源として、地域熱供給を行っている。町

産の木質チップを燃料として、役場庁舎、オ

ガールベース、オガールタウンの住宅、オガール

保育園に利用状況に応じて冷房、暖房、給湯用

の熱を供給している。町が直接 56 区画を分譲

するオガールタウンは、町内工務店が町産材を

使用し、断熱気密に優れた、紫波型エコハウス

の建築を条件としている。

生活を支える
取組

コンパクトな
まちづくりの取組

公共公益施設の集約 新エネルギーの活用促進
地域でのエネルギー共有

生活の営みの確保

低炭素化・
資源循環の取組

キーワード 未利用町有地活用　稼ぐインフラづくり　地域熱供給
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多世代交流の促進を担う
　　　　　生涯学習センターの整備

平成 30 年 12 月開館予定の室蘭市生涯学習センター

公共施設の機能集約と新機能付加でまちなかの拠点づくり

　複数の既存施設の機能集約化と合わせ、図書や子供の遊び場等の新機能を付加した複合公
共施設を DBO 手法で整備中である。事業の推進にあたっては市長・特別職を含む部長職以
上で構成される「政策推進本部会議」で各部局の横断的共通課題として協議を進めたことが
大きな力を果たした。また、複合施設としてどのような機能を盛り込むことが有効かの検討
については、様々な形で市民意見を把握しながら進めた。

室蘭市

市民への
シールア
ンケート

世代ごと
にシール
の色分け

事業の概要

人口：85,448 人

世帯数：46,039 世帯

面積：80.88 ㎢

（平成 29 年 12 月末日現在）

横断的会議体での検討と市民意見の反映

　室蘭市の公共施設の多くは昭和 30～40 年代

に建設されており、「老朽化」や「バリアフリー

未対応」「耐震性能不足」の問題が顕在化して

いた。横断的会議体「政策推進本部会議」で

検討し、新しく導入する機能の検討には、「市

民ワークショップ」「市民の集まりへのアウト

リーチ」「ショッピングモールでのシールアン

ケート」など様々な形での市民意見の把握を

行った。

官民連携の事業手法で効果的に

　民間活力導入可能性調査を実施し、資金調

達は行政側が行い、設計、建設、維持管理・

運営を一括して民間に委託する DBO 方式

(Design Build Operate) を導入した。これに

よりライフサイクルコストの縮減や質の高い

市民サービスの提供、生涯学習センターと連

携・相乗効果を期待できる民間事業の誘導を

図った。

コンパクトな
まちづくりの取組

公共公益施設の集約 新エネルギーの活用促進

低炭素化・
資源循環の取組

例

北海道

室蘭市 キーワード 民間活力導入可能性調査　DBO による資金調達　市民参加　



キーワード 不動産関係者との連携　お試し住宅　コンバージョン
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（３）まちの空き家や空き地を活用して必要な機能を加える

U ターン者が移住した空き家

市と NPO の連携による空き家を資源とした中心市街地の再生

　ＮＰＯ法人つるおかランド・バンクは、不動産や建築の専門家だけではなく、司法書士、
土地家屋調査士、行政書士、金融機関など、不動産取引に関する地元の各業界の専門家が参加、
市と連携し、空き家単体の様々な利活用支援から空き家周辺エリアの再編といったまちづく
りまでを行う。

鶴岡市

空き家のコンバージョンの支援の体制鶴岡市 移住ガイドブック

岩手県秋田県

山形県

宮城県

福島県

青森県

人口：128,552 人

世帯数：48,730 世帯

面積：1,311.53 ㎢

（平成 29 年 12 月末日現在）

空き家や空き地の
　　利活用マネジメントの仕組みづくり

例

山形県

鶴岡市

まずは、鶴岡に住まう体験から。
お試し住宅を提供する

　県外から鶴岡市へＵＩターンを希望する移

住者向けの住宅支援制度として、山形県宅地

建物取引業協会鶴岡が取り扱う「お試し住宅

（一戸建）」の中から、希望する物件を選び、

最長で 6 ヶ月間の「定期借家契約」できる住

宅を提供している。契約期間中に自己負担し

た家賃、契約時の仲介手数料、家賃保証保険

料の一部を契約期間終了後に鶴岡市が補助し

ている。

コンバージョンの推進による
　　　　　　　　　まちのにぎわいの再生

　空き家所有者と空き家の利活用希望者を

マッチングする空き家バンクの取組のほか、コ

ミュニティセンター、町公民館、高齢者交流セ

ンター、カフェ、ギャラリーなど、まちのにぎ

わいづくりやコミュニティ再生につながる用途

への転用（コンバージョン）についても支援し

ている。

生活を支える
取組

コンパクトな
まちづくりの取組

空き地・空き家等の活用
コミュニティ拠点の形成

移住・定住促進
コミュニティ形成



キーワード 滞留拠点づくり　まちづくり会社　複合都市機能の配置
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（４）まちに魅力やにぎわいを生む工夫をする

農産物直売所「オガール」 ネーブルタウン事業による複合都市機能の配置

フラノマルシェが生んだまちなかの回遊性

　テレビドラマ「北の国から」のロケ地として全国的に知られるまちであるが、そのにぎわ
いは郊外の観光施設に限られ、中心市街地は年々衰退の一途をたどっていた。富良野市は、
地域センター病院の移転問題を契機に、中心市街地活性化基本計画を策定。ふらのまちづく
り株式会社が公益的ディベロッパーの役割を担い、富良野らしい景観を備えた「にぎわい滞
留拠点」であり、「食文化の発信基地」となる「フラノマルシェ」が整備され、さらにまち
なか居住の推進へと展開している。

富良野市

人口：22,280 人

世帯数：10,976 世帯

面積：600.71 ㎢

（平成 29 年 12 月末日現在）

中心市街地のにぎわい滞留拠点
　　　　　　　フラノマルシェの取組

フラノマルシェ

例

北海道

富良野市

富良野の農と食の魅力を活かした
　　　　　　　滞留拠点フラノマルシェ

　富良野は、道内で採れる野菜で作っていな

いものはないというほどの野菜王国。フラノ

マルシェにある農産物直売所「オガール」は、

JA ふらの直営の地元農産物と加工品の直売所。

より付加価値の高い加工品を作ることで雇用

の 創 出 も 図 っ て い る。ま た、フ ァ ー マ ー ズ

マーケット等のイベントを通じて富良野の農と

食の魅力を発信するとともに、まちの玄関口

としてのインフォメーション機能の充実、憩い

の空間づくりを図ることで、観光客とともに

市民も集うにぎわいの滞留拠点となっている。

フラノマルシェを契機にまちなか居住を推進

　まちなかを回遊する観光客や市民の増加が一因

となり、空き店舗が減り、新たな雇用も生まれ

た。また、フラノマルシェの隣接地に、市街地

再開発事業（通称：ネーブルタウン事業）により、

商業・賑わいゾーン（商業施設、全天候型地域

交流ホール、住宅等）、医療・福祉ゾーン（サービ

ス付き高齢者向け住宅、クリニック、調剤薬局、

市立保育所等）を有する複合都市機能を配置し、

３世代交流が可能な生活の街の実現を目指して

いる。

生活を支える
取組

コンパクトな
まちづくりの取組

公共公益施設の集約
まちなか居住の推進

生活の営みの確保
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（１）地域の資源をエネルギーに変えて最大限活用する

（※）

４－２　低炭素化・資源循環の取組にあわせた掛け算のヒント

エネルギー自給型の集住化エリア、一の橋地区
地元産木材を使用した高気密・高断熱な集住化住宅

「環境未来都市」下川町が目指す循環型森林経営

　地場産業である林業・林産業を活性化させるため、循環型森林経営に取り組んでいる下
川町では、公共施設や住宅の建設に地元産木材を利用するのはもちろんのこと、木炭利用、
端材・間伐材・林地残材などの森林バイオマス原料利用、未形成炭の土壌改良剤や融雪剤
利用など、「段階的に」利用して、森林の恵みをあますことなく有効活用している。

下川町

森林資源のカスケード利用 森林浴の様子

（※）カ ス ケ ー ド 利 用 と
は、資 源 を 1 回 だ
け 利 用 す る の で は
な く、使 っ て 性 質
が 変 わ っ た 資 源 や
使 う 際 に 排 出 さ れ
る 廃 棄 物 を 新 た な
用 途 に 使 用 す る な
ど、製 品 と し て 価
値 の 高 い 順 に 可 能
な 限 り 長 く 繰 り 返
して利用すること。

人口：3,339 人

世帯数：1,785 世帯

面積：644.2 ㎢

（平成 30 年 1 月 1 日現在）

森林資源のカスケード利用  による
　　　　　　　ゼロエミッションの取組

継続的な森林整備で雇用の場の確保と
安定的な林産物を供給する

　下川町では材木が伐採に至るまでの期間を

60 年と捉え、天然林約 1,600ha、人工林約

3,000ha を町有林として所有している。公共

施設や住宅の建設に地元産木材を利用するこ

とで、地域経済の活性化とともに建材の輸送

時に排出する CO2 の削減を図り、環境と経済

的課題解決を両立させている。

地域のエネルギーを地域内でまかなう

　平成 16 年度から、役場を中心とした地域

熱供給システムや農業用育苗ハウス、製材

加工場の乾燥施設などに木質バイオマスボ

イラーを導入し、地域資源を地元のエネル

ギーとして活用している。公共施設で利用

する総熱量のうち約 68％を供給しており、

年間約 1,900 万円のコスト削減を実現して

いる。

例

北海道

下川町

生活を支える
取組

生活の営みの確保
低炭素化・資源循環の

　仕組みづくり
地域でのエネルギー共有

低炭素化・
資源循環の取組

キーワード カスケード利用　森林バイオマス活用　地域熱供給システム　
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キーワード エネルギーミックス　エネルギー管理システム　水素エネルギー

稚内市バイオ
エネルギーセンター

バイオガスで走る
ゴミ収集車両

「環境都市わっかない」が目指す人と地球にやさしい地域社会

　風力発電やメガソーラー発電など、再生可能エネルギーによる発電量は市内年間電力消費量
の 85％を超える。民間事業者が手がける宗谷岬ウインドファームは、1,000kW の風力発電機
を 57 基設置しており、国内で最も基数の多いウインドファームである（平成 29 年 10 月現在）。
そのほか公共施設等へ太陽光パネルを設置し、省エネを図るなど、風と太陽を活用した人と地
球にやさしい地域社会づくりを進めている。現在は、再生可能エネルギーの地産地消の仕組み
づくりのほか、新たなエネルギーとして期待される水素利用システムの検討も始めた。

稚内市

風・太陽など人と地球にやさしい
　　　　　　　　　　エネルギーのフル活用

宗谷岬ウインドファーム

人口：34,834 人

世帯数：18,114 世帯

面積：761.47 ㎢

（平成 29 年 12 月末日現在）

例

北海道

稚内市

再生可能エネルギーを活用した
まちづくりを積極的に展開

　市営住宅、市立中学校、駅前再開発によ
る商業施設等への太陽光パネルの設置、市
公用車として電気自動車の導入など、地球
環境負荷低減のための取り組みを進めてい
る。また、平成 24 年 4 月に開設された稚内
市バイオエネルギーセンターでは、生ごみ
由来のバイオガス発電により電力・熱供給
を行うほか、バイオガスをゴミ収集車両の
燃料として利用するなど、多様な再生可能
エネルギーの活用（エネルギーミックス）
も進めている。

エネルギー地産地消の仕組みづくりと
水素利用の実用化にチャレンジ

　北海道から事業計画認定を受けた「再エネ
を活用したエネルギー地産地消モデル構築事
業」において、第 1 段階として、市が運用す
る再エネ施設からの電力を市内の複数の公共
施設で利用するエネルギー管理システム

（EMS）の構築を目指している。また、再生
可能エネルギーを活用した水素製造と利活用
の実用化に向けた検討、研究も始まっており、
将来的に地域エネルギー会社の設立も視野
に、地域ポテンシャルを活かした再生可能エ
ネルギー地産地消の取り組みを進めている。

新エネルギーの活用促進
地域でのエネルギー共有

低炭素化・
資源循環の取組

コンパクトな
まちづくりの取組

公共施設のコスト低減

エネルギー地産地消の仕組みの全体イメージ
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キーワード ＣＢＭ活用　エネルギー安定供給　新産業創出

（２）発想の転換で資源を開発・活用する

炭鉱のまちという履歴が CBM を活用する発想を生む

　夕張炭鉱では、CBM（石炭層に含まれるメタンガス）による事故で多くの犠牲者を出し、
その悲劇は今も癒しようのない傷を街に残している。石炭で繁栄し、衰退した夕張が、技
術の進歩により、今、あらためて CBM を地域のローカルエネルギーとして活用することで、
地域再生を図ろうとしている。そして、国内初の試掘事業が始まっている。

夕張市

人口：8,362 人

世帯数：4,876 世帯

面積：763.07 ㎢

（平成 29 年 12 月末日現在）

CBM の地産地消イメージ

炭鉱のまちならではの CBM 開発と
　　　　　　　　　　エネルギーの地産地消

炭鉱跡

例

北海道

夕張市

CBM の実用化により
　　　　   エネルギーの地産地消を目指す

　現在、CBM 試掘事業が進められているとと

もに、安定供給の仕組みづくりを検討してい

る。将来的には、農家、地元企業、公共施設、

住宅等へ、安価な電力や燃料を供給し、地域

の再生を後押しする構想である。

新たなエネルギーで新たな産業創造を目指す

　CBM によるエネルギーを、地域の再生につ

なげるもう一つの視点として、エネルギーを効

率的に制御・管理するシステムづくりとあわせ

た新たな産業の創出を構想している。

生活を支える
取組

生活の営みの確保新エネルギーの活用促進

低炭素化・
資源循環の取組
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キーワード 未利用材有効活用　地域通貨の流通　エネルギー地産地消

（３）資源を地域で循環する仕組みをつくる

福岡県

大分県

宮﨑県

鹿児島県

熊本県

佐賀県

長崎県

小国町人口：7279 人

世帯数：3095 世帯

面積：136.94 ㎢

（平成 30 年 1 月 1 日現在）

モリ券

木の駅プロジェクトの全体像

「木の駅」と地域通貨の活用による
　　　　　　　　　資源循環の仕組みづくり

木質（薪）バイオマスボイラー

例

熊本県

小国町
おぐに

森づくりとまちなかの活性化を組み合わせる

　山林所有者や森林ボランティアは有効
活用されていない森林資源を「木の駅」
に出荷し、その対価として地域通貨「モ
リ券」を受け取ることができる。

　「モリ券」は、町内の飲食店や商店、温
泉施設などで利用可能であり、晩酌代と
なる。

森林資材を温泉施設のボイラー燃料に
コストが１／ 14 に削減

　集められた資材は、町内の温泉施設に導

入した木質（薪）バイオマスボイラーの薪

燃料として活用されている。熊本地震発生

時には、備蓄の薪で沸かした温泉が無料開

放され、避難者の心と体を温めた。

生活を支える
取組

コミュニティ形成低炭素化・資源循環の
　仕組みづくり

低炭素化・
資源循環の取組

木の駅プロジェクト
　　　～「軽トラとチェーンソーで晩酌を」を合言葉に～

　地域にある間伐材や林地残材といった有効活用されていない森林資源を、山林所有者や
森林ボランティアが「木の駅」に出荷し、地域通貨（モリ券）を対価として得ることで森
づくりと地域活性化、ひいては木質ボイラーの燃料（薪）として使用することで地球温暖
化防止を目指す取組である。森林資源の活用、地域経済の循環、エネルギーの地産地消の
流れを生み出している
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エネルギーの未来を学ぶ
　　　　　　　　見学コースの設定

（４）地域ぐるみで環境保全や環境教育を進める

施設ごとに対応していた見学の窓口を一本化し
パッケージ化することで、足寄町の取組の理解促進につなげる

　「足寄町次世代エネルギーパーク」として再生可能エネルギーの導入施設をネットワーク化
するとともに、エネルギー種別、設置地域によってパッケージングを行い、「森林バイオマ
ス熱ネットワークコース」「雪氷熱・バイオガスコース」「太陽光発電コース」「温泉熱利用
コース」「ペレットストーブコース」の５つのモデルコースを設けた。

足寄町

足寄町次世代エネルギーパークのモデルコース 足寄町役場庁舎

人口：7,060 人

世帯数：3,549 世帯

面積：1,408.09 ㎢

（平成 29 年 12 月末日現在）

廃校の体育館をペレット工場に活用

例

北海道

足寄町

町内外に向けて次世代エネルギーをアピール

　足寄町の再生可能エネルギーの取組は、平

成 24 年度に経済産業省資源エネルギー庁の

「次世代エネルギーパーク」に認定された。観

光や学習の場として各地から視察者が来るだ

けでなく、再生可能エネルギーの取組で町内

の通年雇用の促進につながっている。

　また、再生可能エネルギーの利用促進と地

域経済活性化を図るため、町では、省エネ改

修を含む「住環境・店舗等整備補助」「家庭用

太陽光発電システム・ペレットストーブ導入補

助」も行っている。

公共建築物など地域資源の積極的活用

　見学コースの中核施設でもある足寄町役場

庁舎や小中学校など、数多くの公共建築物に

足寄町産カラマツ材をふんだんに使用してい

る。地域でカラマツ丸太を生産、出荷し、大

断面集成材に加工したものを持ち帰り施工し

ている。材木にならなかった部位は木質ペ

レットに加工しエネルギーとして利用してい

る。地域の生産物を余すことなく地域で使い

切り、さらに移出することで、地域内の富を

外に逃さず、地域経済の循環を大きくする取

組を行っている。

生活を支える
取組

コンパクトな
まちづくりの取組

公共施設のコスト低減 学習・教育の充実
新エネルギーの活用促進
低炭素化・資源循環の

　仕組みづくり

低炭素化・
資源循環の取組

キーワード 次世代エネルギーパーク　環境学習パッケージ　地元産材の地産地消



36

章

キーワード 住民の主体的活動　支え合い　特産品づくり

（１）支え合いの力を引き出す

４－３　生活を支える取組にあわせた掛け算のヒント

新緑まつり 集落活動センターの全体像

生活資材の販売

旧小学校区などの小さな生活圏を複数の集落が連携し、集落活動センターを運営

　高知県では、過疎化や高齢化が進む中山間地域が抱える生活課題を解決するために、住
民の地域活動拠点として「集落活動センター」の整備を進めている。集落活動センターでは、
生活支援、安心安全サポート、健康づくり等の様々な機能が期待されているが、実際にど
のような機能を持たせるかは、センターを運営する住民組織等の主体的判断に委ねられて
いる。梼原町では６つの集落活動センターが取組を行っている。

香川県

徳島県

高知県
愛媛県

梼原町

NPO 法人による移動支援

人口：3,613 人

世帯数：1,817 世帯

面積：236.45 ㎢

（平成 29 年 12 月末日現在）

総合的な生活支援拠点・
　　　集落活動センターを中心とした取組

例

高知県

梼原町
ゆすはら

地域内の支え合いとともに、
地域資源を生かした地域外交流への展開

　集落活動センターまつばらでは、ガソリン

スタンド経営、生活資材・農産物販売や高齢

者の見守り活動など、生活に必要なサービス

を地域住民が株式会社まつばらを設立し、精

力的に展開している。事業の１つとして地域

外の人材であるゆすはら応援隊との連携の下、

豊かな自然資源を生かしたおまつりを開催し、

観光で訪れた方との交流も行っている。

地域の資源を生かした産業づくり

　集落活動センターはつせでは、韓国の大学と

の交流から生まれた「鷹取キムチ」を中心とし

て、韓国風レストランと韓国式低温サウナを合

わせたチムジルバン・レストラン鷹取を経営し

ている。また、食品大手企業と連携し、より日

本人の口に合うキムチ商品の開発に取り組むな

ど、地域経済の活性化につながる特産品づくり

や産業づくりを進めている。

生活を支える
取組

生活の営みの確保

コンパクトな
まちづくりの取組

地区毎の居住エリアの集約
コミュニティ拠点の形成
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（２）コミュニティを育む拠点をつくる

様々な人が運営に関わり
　　　それぞれが役割を持つことで交流の場を支える

　寿都町と札幌市立大学との連携から生まれたコミュニティ・レストラン「風のごはんや」。
旧町診療所を改修した地域密着型サービスセンター内につくられた。週ごとに料理人が入
れ替わるワンディ・シェフの仕組みや、寿都高校ボランティア部もワンディ・シェフやイ
ベント運営に関わるなど、様々な人たちの関わりを大切にすることで、サービスセンター
利用者だけでなく幅広い年齢の方々が利用し、色々な交流が生まれている。

寿都町

風のごはんや ファッションショー

多世代が集うコミュニティレストラン

ボランティア仲間との交流も楽しい

人口：3,048 人

世帯数：1,722 世帯

面積：95.25 ㎢

（平成 29 年 12 月末日現在）

外部の力を借りて担い手を発掘

　寿都町と札幌市立大学との連携でワーク

ショップやフォーラムを開催し、参加した

有志と賛同する住民によってできた任意団

体「未来の里ー寿の都」が運営している。

地域課題に主体的に取り組む NPO や任意団

体が存在しなかった寿都町において、大学

との連携が住民が共通の目的を持って共に

働くモチベーションを醸成した。

様々な人のコミュニティを育む場に

　週１回（月曜日 11～13 時）のみの開店

だが、平均 50 人前後が利用する。赤ちゃん

連れの若い母親のサロンのような場とも

なっており、２階の高齢者専用賃貸住宅の

住民も赤ちゃんとのふれあいや地産地消の

食事を楽しみにしている。地域交流スペース

では、講座や作品などの展示、世代間交流

を目的とする想い出のファッションショーな

ど、イベントも開催されている。

例

北海道

寿都町

例

北海道

寿都町

生活を支える
取組

コミュニティ形成

コンパクトな
まちづくりの取組

コミュニティ拠点の形成
空き地・空き家等の活用

キーワード 大学連携　人材発掘・育成　世代間交流
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章

（３）地域の魅力を外に発信し、地域の応援団を増やす

都市部に拠点を設け「ナカガワファン」をつくっていく

　中川町は平成 28 年 10 月、世田谷区に交流サテライトスペース「ナカガワのナカガワ」
をオープンした。都市圏の住民に、中川町の観光やイベントを紹介し、移住、定住、産業
の振興と雇用の創出、特産品開発、販路開拓、ふるさと納税のきっかけとなる場所を創出
することが目的である。地元下高井戸商店街にも加入し、ネットワークを広げ、お祭りの
出店やスポーツイベントを通じて連携を進めている。

中川町

中川町のストーリーを語るパンフレット 特産品のパッケージデザインにも統一感を

日大文理学部桜麗祭に出店

都市間交流による
　　新たなファンとニーズの掘り起こし

特産品やパンフレットがおしゃれに並ぶ店内

人口：1,577 人

世帯数：827 世帯

面積：594.74 ㎢

（平成 29 年 12 月末日現在）

情報発信・交流促進のために
都市部に常設の場をつくる

　「ナカガワのナカガワ」では、ハスカップを

使用したサイダーやジャム、行者ニンニク

を使用したエゾねぎラーメンやウインナー、

中川町放牧牛ソフトクリーム、町産の木材で

作られたブローチなど様々な特産品を置い

ている。中川町産のアンモナイトの展示や

観光・イベント情報も発信。店内もパンフ

レットも特産品のパッケージも、デザイン

にこだわり中川町の魅力を発信している。

都市部の若者とのネットワークを築く

　日本大学文理学部と連携して、サテライ

トスペース運営の提案や、中川町のフィール

ドを活用したゼミの開催、学生ボランティ

ア組織による地域イベント運営の交流、町

産アンモナイトの寄贈、地域活性化の調査

研究など、様々な交流が生まれている。

例

北海道

中川町

生活を支える
取組

移住・定住促進

コンパクトな
まちづくりの取組

まちの魅力づくりキーワード 都心サテライトスペース　特産品ＰＲ　大学連携
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羊蹄山を眺めながらのサイクリング

ニセコならではのアクティビティ

地産地消の食事

町内の資源を共有し循環する仕組みづくり

　ニセコ町は良質な温泉が豊富で、明治時代から温泉地として知られてきた。また、近年
はアウトドアスポーツや国内有数のスキーリゾート地として有名になり、年間 160 万人を
超える観光客が訪れている。このような背景のなか、これまで活かしきれていなかった地
域の様々な資源を見つめ直し、それぞれの産業が持つ力を連携させることで、地域経済を
循環させ活性化していくことを目指している。

ニセコ町

地域資源を活用した観光産業振興の取組

様々な地域資源を有するニセコ町

人口：5,198 人

世帯数：2,694 世帯

面積：197.13 ㎢

（平成 29 年 12 月末日現在）

例

北海道

ニセコ町

産業の連携による地域資源の有効活用

　ニセコ町では、商工会が主体となり、レス

トラン等でニセコの農産物を使用した料理を

味わったり、ニセコならではのアクティビティ

を行うイベント「食べな！遊びな！」を開催

している。イベント参加施設でスタンプラリー

も行っており、スタンプを集めると農産物詰

合せや温泉宿泊券等が当たる抽選に応募する

ことができる。

持続可能な観光の推進

　ニセコ町では、観光客の関心を「遊び」から「環

境保全」に向けてもらえるようなきっかけづく

りを行い、観光事業者と連携して、サイクル

ツーリズム（自転車観光）やフットパス（歩く

ことを楽しみながら地域の風土・文化・自然に

触れることのできる散策路）を普及拡大するな

ど、環境負荷の少ない観光方法を検討し推進し

ている。

生活を支える
取組

生活の営みの確保

生活を支える
取組

コミュニティ形成キーワード 地域資源有効活用　農・商・観光連携　環境負荷低減



兵庫県

京都府

大阪府

奈良県
三重県

滋賀県

和歌山県
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章

専門家のアドバイスを得ながら住民主体のプロジェクトを育む

　米国ポートランド市の専門家の協力を得て大規模な住民議論の場を設け、まちづくりに
住民が主体的に関わるきっかけをつくった。ワークショップや説明会を繰り返しながら、「住
民 DIY」のリノベーションで、廃園になった保育所をまちの拠点としたことや「有田川女
子会 Up Girl's」誕生など、人口 27,000 人のまちに様々なワクワクプロジェクトが生まれた。

時にはカフェでワークショップ
リバースプロジェクト・伊勢谷友介氏を
招いたスイーツのある女子会フォーラム

町内女性向けガイドブック

有田川町

保育所のリノベーションを住民 DIY で

ポートランドから専門家を
　　　　　　　応援団に住民意識を高める取組

ポートランドチームを招いたワークショップ

人口：26,919 人

世帯数：10,567 世帯

面積：351.84 ㎢

（平成 29 年 12 月末日現在）

例

和歌山県

有田川町
ありだがわ

住民（若者）が主体的にまちに関わる

　色々な世代がまちづくりに参加している

ポートランドを参考に、フォーラム、フィール

ドワーク、ワークショップ、アンケート、説

明会等様々な手法を取り、意見を可視化し

ながら、若手行政職員を中心に「若者も主

体的にまちづくりに関わるきっかけ」をつ

くっていった。廃園になった保育所のリノ

ベーションに多世代で取り組んだ。

住民主体のプロジェクトが動く

　ポートランドの専門家から、「まちづくり

には女性が必要」と言われたことをきっか

け に、100 名 も の 女 性 が 集 ま る ワ ー ク

ショップを実施。女性の持ち前の行動力で、

「町内女性向けガイドブック」「おしゃれピ

クニック」「子育てプロジェクトチーム」な

ど、様々なワクワクプロジェクトが生まれた。

生活を支える
取組

コミュニティ形成

コンパクトな
まちづくりの取組

コミュニティ拠点の形成
空き地・空き家等の活用

キーワード 多様な市民参加　若者や女性の関わり　空き家リノベーション


